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↗( 1 ) 本間義人『居住の貧困』岩波新書 (2009)、八木寿明「転換期にある住宅政策 ――










2005 年度の第 8期まで計画が制定された。(表 2-1)





セーフティ・ネットとしての公営住宅を中心として」『レファレンス 2006 年 1月号所収』、
平山洋介『住宅政策のどこが問題か〈持家社会〉の次を展望する』光文社新書 (2009)。
↘
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表 2-1 住宅建設計画の計画戸数 (上段) と実績戸数 (下段) (単位 万戸)
第 1期 第 2期 第 3期 第 4期 第 5期 第 6期 第 7期 第 8期
建設戸数
計画 670 958 860 770 670 730 730 640
実績 679 828 766 610 836 762 684 ―
公的資金住宅
計画 270 384 350 330 330 370 353 325
実績 257 311 328 314 313 402 349 ―
公営住宅等
計画 52 68 50 36 28 32 43 52
実績 48 49 36 25 22 38 31 ―
公庫住宅
計画 108 137 190 220 225 244 233 219
実績 109 166 255 246 250 314 272 ―
公団住宅
計画 35 46 31 20 18 14 11 13
実績 34 28 16 11 11 11 8 ―
出典：前注 1 八木 (2006)、原典国土交通省住宅局監修『住宅・建築ハンドブック』
(社)日本住宅協会 (2003)
注 1：公的資金住宅には第 3 欄以下の公営住宅等、公庫住宅、公団住宅の他、地方住宅供給
公社の住宅等が含まれる。
注 2：公営住宅等には、改良住宅、地域特別賃貸住宅、特別優良賃貸住宅を含む。






日本住宅公団は 1981 年に、住宅・都市整備公団、1999 年に都市基盤整














は 1997 年 467万円から
2014 年 415万円に 11%低下し、年収 200万円以下の比率は 1997 年 17.9%
から 2014 年 24.0% となった。背景には給与の低い非正規雇用者の比率が




政府は 2006 年住生活基本法を制定し、第 6条で低額所得者、被災者、
( 2 ) 国税庁「民間給与実態調査」。2014 年の正規の平均給与は 478万円であるのに対して、
非正規の平均給与は 170万円。
























住宅総数は世帯数を上回り、住宅の 13.5% は空家である。持ち家率は 6
割程度で推移し、公営住宅数は 5 %台と少なかったが、2003 年の 218万
戸をピークに減少し、比率も 2013 年に 3.8% に減少している。UR住宅も
2013 年には 86万戸に減少している。かつては事業主が社宅等を提供して
いたが、社宅を表す給与住宅は、1993 年の 205万戸 ( 5 %) から 2013 年
には 112万戸 (2.2%) と半減している。(表 2-2)
住生活基本計画 (2016) の高齢者に関する目標は、高齢者向け住宅比率
を 2014 年の 2.1% から 2025 年には 4 %とすることや高齢者向け住宅の福
( 4 ) 国土交通省通知 2007 年 3月 28 日付け国住備第 160 号
( 5 ) 収入分位 25% (月収 15.8万円) 以下の低所得の住宅確保要配慮者、収入分位 40% (月
収 21.4万円) 以下の高齢者世帯、障害者等世帯若しくは小学校前の子どものいる世帯、ま
たは収入分位 50% (月収 25.9万円以下) の新婚・子育て世帯を対象としている。
( 6 ) 国土交通省社会資本整備審議会住宅宅地分科会新たな住宅セーフテイネット検討小委員
会 2016 年 7月参考資料
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祉・医療介護施設との併設、住宅バリアフリー化が上げられている。
また、最低居住面積として、単身者 25 m2、2 人以上の世帯は 10 m2×
世帯人員+10m2 を定め、基準面積未満の住宅の早期解消を目標としてい
るが、最低居住面積未満の住宅は 2008 年 4.3% から 2013 年 4.2% と減ら






で東京都 23区の月 53,700円から地方郡部の 3.2万円程度であり、質の良
いアパートの利用は難しい。最低居住面積を満たす一般世帯は、単身世帯




( 7 ) 総務省「住宅・土地統計調査」(2013)
( 8 ) 厚生労働省社会保障審議会生活保護基準部会報告書 (2015 年 1月 9 日)
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1963 2109 2037 1309 (64.3) 728 (35.7) 94 (4.6) 634 (31.1) 52 (2.5)
1978 3545 3219 1943 (60.4) 1269 (39.6) 172 (5.3) 72 (2.2) 1025 (31.8) 268 (7.6)
1988 4201 3741 2295 (61.3) 1402 (38.7) 199 (5.3) 81 (2.2) 1122 (30.0) 394 (9.4)
1993 4588 4077 2438 (59.8) 1569 (38.5) 203 (5.0) 85 (2.1) 1281 (31.4) 448 (9.8)
1998 5025 4392 2647 (60.3) 1673 (38.1) 209 (4.8) 86 (2.0) 1378 (31.4) 576 (11.5)
2003 5389 4686 2867 (61.2) 1717 (36.6) 218 (4.7) 94 (2.0) 1405 (30.0) 659 (12.2)
2008 5759 4960 3032 (61.1) 1777 (35.8) 209 (4.2) 92 (1.9) 1476 (29.8) 757 (13.1)










は 4 人部屋が多く、ベット以外居場所がないので居住面積も 1 人当り 6.4
m2 と狭い。介護老人保健施設も個室でない所も多い。介護老人福祉施設は
リビング的な居場所も整備するため 1 人当り面積は 10.65 m2 以上とされ







( 9 ) 救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準 (1966
年 7月 1 日厚生省令第 18 号)
(10) ｢介護保険事業にかかる保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」(厚生労
働省告示第 314 号) では 2014 年度までに介護老人福祉施設の定員のうちユニット型が占
める比率を 50% とすることが目標とされた。2010 年の個室比率は 54.2%。厚生労働省社
会保障審議会療養病床の在り方に関する特別部会第 4回資料 26頁 (2016 年 10月 26 日)
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医師 非常勤可 医師 1 人 医師 3 人 医師 3 人
看護師 3 人 看護師 10 人 看護師 18 人 看護師 20 人
介護職員 31 人 介護職員 24 人 介護職員 18 人 看護補助者 20 人
注 1：居住面積は利用者 1人当りの面積











自治体中、国基準に近い「定員 1 人、入所者のサービスの必要があれば 2
人にできる」は 29自治体 (26.8%)、「定員 1 人。一定の条件下で 2〜4 人
以下にできる」が 65自治体 (60.2%)、「定員 4 人以下とする」が 14自治
体 (13.1%) で従来型の整備も続いている。














認知症高齢者が 1ユニット 9 人単位で個室とリビング・浴室・食堂の設備




(11) 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養病床は、第 1〜第 3段階の低所得の被
保険者は介護保険制度の中で税と介護保険料を財源に居住費や食費が補助される。





(14) 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 (1946 年 7月 1 日厚生省令第 19 号)























録することで一定の質を確保している。整備戸数は 2016 年 3月には 19.9
万戸となった。問題は、家賃・安否確認等必須サービス料金だけで平均
9.9万円かかり、食事提供サービスを利用し月 3〜4万円、要介護で介護保






(16) ｢有料老人ホーム設置運営標準指導指針」(厚生労働省老人保健局長通知 2002 年 7月 18
日老発第 0718003 号) これは各都道府県が定める指導指針の標準であり、各都道府県では
老人福祉法で定めている事項以外は別の基準で指導できる。
(17) 国土交通省 (2016-1)「サービス付き高齢者向け住宅の整備等の在り方に関する検討会」
「とりまとめ参考資料」によると 18m2 以上 25m2 未満の住宅が 76%となっている。
(18) ｢住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業補助金交付要綱」(平成 27 年 4月 9 日国住心
第 229 号)






補助だけのため 2015 年度 200 戸の整備にとどまる。
高齢者については、要介護や孤独死リスクがあり、年金収入に頼るため、
賃貸住宅大家には入居に拒否感を持つ者が 60% あり、実際に単身高齢者






持家比率 (2013 年) は高齢者のいる世帯では 82.7% と高いが、バリア
フリー化は手すり (2 か所以上)、段差のない屋内、廊下幅が車椅子通行














(19) 京都府の例 (2015 年) 京都市内は 9万 4000円、他の市町村は 6万〜8万 5000円
(20) (公財)日本賃貸住宅管理協会「家賃債務保証会社の実態報告」(2014 年度)
(21) 総務省「平成 25 年住宅・土地統計調査」(2014)
(22) 柳沢房子「ホームレス支援策をめぐって ――各国の動向――」『レファレンス 2010 年
3月号』(2006)、稲葉剛「ネットカフェ難民からハウジングプアへ」(ハウジングプア原論
〜住まいの貧困と向きあう第 1回)『賃金と社会保障』1480 号 (2008)、荻原愛一「住宅弱



















て、65歳未満で離職後 2 年未満である者で、かつ世帯収入 (単身世帯 13.8
万円) と預貯金が一定 (上限 100万円) 以下で、求職活動をしている者に













を 2007 年に実施し、オールナイト利用者が全国で約 5400 人いると発
表した。そのアンケート調査によれば、住居喪失理由として「仕事をやめ
(23) 厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査」
(24) 「非正規労働者等の雇止め等の状況について」(2009 年 2月 27 日厚生労働省報道発表)
(25) 当初は 6ヶ月が上限。
(26) 2007 年 8月 28 日厚生労働省職業安定局報道発表資料















に関する検討チーム」で対策を検討した。その第 1回資料 (2009 年 10月
30 日) によると、無料低額宿泊施設は 2009 年 8月現在で 439 施設、利用
者は 14,089 人で、うち 12,894 人が生活保護を受給していた。1 施設を除
き 1人当り 3.3m2 の面積基準を満たしていたが、3割は個室ではなく、ス
プリンクラーの整備は 1割に満たなかった。他方、法律の位置づけがない










年 6月 27 日放映
(28) ｢社会福祉法第 2条第 3項に規定する生計困難者のために無料又は低額で宿泊所を利用























契約 (37%)、連帯保証契約と家賃債務保証会社の両方の契約 (16%) 等
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民事損害賠償訴訟を行うとともに、住居侵入、窃盗、器物損壊で刑事告訴






促、高額な違約金の被害を受けたという相談の延べ件数は 2004 年の 42 件






































2015 年 1月 30 日の国土交通省発表では、2014 年 12月末時点で調査し
た 1398 件中 1143 件 (82%) に建築基準法違反が発見され、主な違反は、
非常用照明がない 864 件 (75%)、防火・準防火構造でない間仕切り 617
件 (54%)、採光基準 (窓等の開口面積が床面積の 1/7 以上) の違反が
371 件 (32%) 等となっている。
⑤住宅にからむ貧困ビジネス：未届有料老人ホーム
有料老人ホームは規制が弱い。設置は届出であり、老人福祉法自体の規
制は、1 ) 省令で定める事項 (一時金・利用料の受領記録、供与した介
護・日常生活の便宜内容、入居者を身体拘束した記録、苦情内容、事故と
それへの対処記録) を帳簿に記録すること、2 ) 家賃・敷金・介護や日常
生活の便宜供与の対価以外の権利金等の受領禁止、3 ) 利用料を前払受領
した場合は、途中退所時に返還できるよう必要な保全措置を講じること、
4 ) 都道府県知事への報告・質問への回答・立入検査の受忍義務、5 ) 都
道府県知事は事業者の違反、不当な行為や入居者の利益を害する行為を
した場合に改善命令を出せること、が規定されているだけである。




(32) 国土交通省住宅局建築指導課 2013 年 6月 10 日「多人数の居住形態がありながら防火関
係規定などの建築基準法違反の疑いのある建築物に対する対策について」
(33) 建築指導課長通知平成 25 年 6月 10 日国住指 657 号
(34) 厚生労働省老健局長通知 2002 年 7月 18 日老発第 0718003 号「有料老人ホームの設置運
営指導指針について」




未届有料老人ホームがある。2009 年 3月 18 日に群馬県の「たまゆら」と





年の届出有料老人ホーム 4,864 件、未届施設は 389 件 (未届率 7.4%) が、





は 2012 年に 16.1% に達し、主要先進 6 か国ではア
















(35) 厚生労働省「国民生活基礎調査」。中位所得の 2分の 1以下の所得の者の比率。
(36) OECD「Income Distribution and Poverty」。アメリカは 2009 年、他国は 2010 年の数値。
(37) 生活保護対策全国会議監修『生活保護「改革」ここが焦点だ』あけび書房 (2011)。




















者は景気回復とともに 2009 年の 19,741 人から 2014 年には 8,758 人に減少
し、支給期間も 3ヶ月 (更新しても 9ヶ月が上限) であるため、国の予算





ことを提言している。その対象者数は 130万世帯 (2010 年当時の生活保
護世帯数)、財源所要額は 5,500億円 (130万世帯×住宅手当の全国平均額
(39) 坂庭氏 (国民の住まいを守る全国連絡会代表幹事)、湯浅氏 (反貧困ネットワーク事務
局長)、塩崎氏 (日本住宅会議理事長)「住宅政策の転換」(2010)、坂庭氏「家賃補助、公
的保証の実現と居住セーフティネットの確立を目指す提言」『住宅会議 82 号』(2011)
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3.5万円×12月) としている。しかし、生活保護世帯 (2016 年には 160万



































































いの貧困と向きあう第 1回)『賃金と社会保障』1480 号 (2008)
宇都宮健児「ゼロゼロ物件に関する諸問題」『司法書士』450 号 (2009)











中心として」『レファレンス 2006 年 1月号所収』
柳沢房子「ホームレス支援策をめぐって ――各国の動向――」『レファレンス
2010 年 3月号』(2006)
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